
予算額 構成比 予算額 構成比
（千円） （％） （千円） （％）

R6 32,481,020 52.0 R6 375,116 0.6

R7 34,010,020 48.3 R7 361,589 0.5

R6 419,773 0.7 R6 6,432,760 10.3

R7 389,267 0.6 R7 7,105,316 10.1

R6 10,000 0.0 R6 26,069,642 41.8

R7 16,000 0.0 R7 30,138,017 42.8

R6 190,000 0.3 R6 6,507,594 10.4

R7 218,000 0.3 R7 6,630,938 9.4

R6 151,000 0.2 R6 159,349 0.3

R7 193,000 0.3 R7 177,953 0.3

R6 833,000 1.3 R6 443,357 0.7

R7 812,000 1.2 R7 437,766 0.6

R6 3,965,000 6.4 R6 2,221,608 3.6

R7 4,510,000 6.4 R7 2,978,064 4.2

R6 7,000 0.0 R6 7,515,489 12.0

R7 4,700 0.0 R7 8,218,724 11.7

R6 1 0.0 R6 2,141,258 3.4

R7 1 0.0 R7 3,013,568 4.3

R6 155,000 0.3 R6 9,613,436 15.4

R7 133,000 0.2 R7 10,454,332 14.9

R6 43,305 0.1 R6 15,300 0.0

R7 43,000 0.1 R7 15,300 0.0

R6 911,807 1.5 R6 895,091 1.4

R7 177,693 0.3 R7 774,433 1.1

R6 60,000 0.1 R6 50,000 0.1

R7 66,000 0.1 R7 50,000 0.1

R6 24,000 0.0

R7 24,000 0.0

R6 49,150 0.1

R7 52,887 0.1

R6 587,108 0.9

R7 595,805 0.8

R6 8,073,272 12.9

R7 11,914,122 16.9

R6 4,151,051 6.7

R7 4,695,092 6.7

R6 116,367 0.2

R7 113,282 0.2

R6 1,200,000 1.9

R7 2,195,000 3.1

R6 4,452,791 7.1

R7 3,976,398 5.6

R6 1,000,000 1.6

R7 1,000,000 1.4

R6 1,720,955 2.8

R7 2,676,033 3.8

R6 1,838,400 2.9

R7 2,540,700 3.6

R6 62,440,000 100.0 R6 62,440,000 100.0

R7 70,356,000 100.0 R7 70,356,000 100.0

諸 収 入

市 債

合計 合計

繰 越 金

地 方 交 付 税 予 備 費

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

環 境 性 能 割 交 付 金 教 育 費

国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

災 害 復 旧 費

地 方 特 例 交 付 金 公 債 費

地 方 消 費 税 交 付 金 商 工 費

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

土 木 費

自動車取得税交付金 消 防 費

配 当 割 交 付 金 衛 生 費

株 式 等 譲 渡 所 得
割 交 付 金

労 働 費

法 人 事 業 税 交 付 金 農 林 費

市 税 議 会 費

地 方 譲 与 税 総 務 費

利 子 割 交 付 金 民 生 費

歳入 歳出

年度 年度

国庫支出金、県支出金、地方債等、国や県から

交付される（または借入れる）財源。

R7年度予算では、

・依存財源額＝25,736,575千円

・依存財源比率＝36.6%

市税、使用料・手数料等、地方自治体自らが

決定し収入しうる、自前の財源。

R7年度予算では、

・自主財源額＝44,619,425千円

・自主財源比率＝63.4%



R6 43,200 円 R6 90,969 円

R7 47,717 円 R7 100,480 円

R6 175,074 円 R6 368,663 円

R7 202,396 円 R7 426,196 円

R6 43,703 円 R6 92,027 円

R7 44,531 円 R7 93,771 円

R6 50,471 円 R6 106,280 円

R7 55,194 円 R7 116,225 円

R6 14,380 円 R6 30,281 円

R7 20,238 円 R7 42,616 円

R6 64,560 円 R6 135,948 円

R7 70,208 円 R7 147,840 円

R6 6,011 円 R6 12,658 円

R7 5,201 円 R7 10,952 円

R6 21,925 円 R6 46,168 円

R7 27,001 円 R7 56,858 円

R6 419,325 円 R6 882,993 円

R7 472,486 円 R7 994,937 円

R4

R5

R6

R7

公 債 費 公 債 費

そ の 他 そ の 他

総 額 総 額

土 木 費 土 木 費

消 防 費 消 防 費

教 育 費 教 育 費

総 務 費 総 務 費

民 生 費 民 生 費

衛 生 費 衛 生 費

市民一人あたり人口148,906人（R7.2.1現在） 一世帯あたり世帯数70,714世帯（R7.2.1現在）
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市税 地方譲与税 地方消費税交付金 地方特例交付金 使用料及び手数料 国庫支出金

県支出金 繰入金 諸収入 市債 その他

R7年

（億円）

（億円）

・経済情勢等による個人市民税の増、法人市民税の増

・新増築家屋の建築動向等による固定資産税の増等に

よる

・児童手当支給事業の増

・総合経済対策に伴う臨時給付金支給事業

の皆増等による

R6年

・消防指令センター共同運用事業の

増等による

・消防指令センター共同運用事

業負担金の増等による

・米野小学校改築事業の増等による

・児童手当交付金の増等による



農業振興費 2,433万円

街路事業費 167万円

公園整備費 1億9,066万円

土地区画整理費 8億6,629万円

公共下水道費 8億988万円

公債費 1億6,417万円

社会福祉 14億6,338万円

社会保険 5億8,448万円

保健衛生 4億1,214万円
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農業振興費 街路事業費 公園管理費
公園整備費 土地区画整理費 公共下水道費
公債費

Ｒ6年

Ｒ7年

0.2

Ｒ７充当額

（億円）

0.2

地方消費税交付金の予算額は45億1,000万円で、そのうち消費税率8％から10％への引上げ相当分

24億6,000万円は、社会保障財源化分として、社会福祉や社会保険、保健衛生にかかる経費（社会

保障施策経費）に充当しました。

14.6 5.8 4.1 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

社会福祉

社会保険

保健衛生

（億円）

R７充当額

社会福祉とは・・・障害者福祉や高齢者福祉、児童福祉などに係る経費

社会保険とは・・・国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険に係る経費

保健衛生とは・・・病院事業や疾病予防に係る経費

0.1
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市税収入

約３４０億円

1718

個人市民税は、個人所得の動向や定額減税の影響等を勘案し、対前年度当初比9.9％の増を見込みました。

法人市民税は、企業の収益動向等を勘案し、対前年度当初比1.2％の増を見込みました。

固定資産税は、新増築家屋の建築動向等を勘案し、対前年度当初比3.5％の増を見込みました。

軽自動車税は、保有台数の動向等を勘案し、対前年度当初比4.0％の増を見込みました。

市たばこ税は、売渡本数の状況等を勘案し、対前年度当初比2.2％の減を見込みました。

都市計画税は、固定資産税と同様の理由により、対前年度当初比2.9％の増を見込みました。

その他諸税の見積により、市税全体では対前年度当初比4.7％増の約340億円を見込みました。

法人

11.7%

土地・現年

18.3%

家屋・現年

19.6%

土地・家屋

滞納繰越分

0.2%

償却資産

10.7%

交付金・納付金

0.5%

軽自動車税

1.2%

市たばこ税

3.3% 都市計画税

6.0%

総額

34,010,020千円

市民税

40.2%

固定資産税

49.3%

個人

28.5%



　

　　

（最終更新日：令和7年3月21日）

性質別分類とは、経費の性質を基準として、義務的経費・投資的経費

及びその他の経費に分類したものです。

義務的経費とは、

人件費・扶助費及び公債費からなる、

「その経費支出が義務付けられているもの」で、

任意に節減できない経費です。

・人件費…団体が存続する限り経常的

に支出

・扶助費…生活保護費等、法令で支出

が義務付けられている

・公債費…市債の償還に要する経費

一般に、義務的経費が歳出全体に占める

比率が低いほど財政の弾力性があり、

高いほど硬直化しているといえます。

その他の経費は、義務的経費

及び投資的経費以外の経費で、

補助費等、貸付金、繰出金、

物件費等をいいます。

義務的経費

43.7%

投資的経費

11.9%

その他の経費

44.4%

人件費

16.1%

扶助費

26.5%

公債費

1.1%

普通建設事業費

11.9%

物件費

20.7%

維持補修費

1.7%

補助費等

10.7%

積立金

1.7%

投資及び出資金

0.8%

貸付金

0.6%

繰出金

8.1%

予備費

0.1%
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義務的経費 投資的経費 その他の経費（億円）

（年度）

義務的経費は、一般職給料の増等による人件費の増、社会福祉費の増等による扶助費の増により、対前年度当初予算比

11.0%の増となりました。

投資的経費は、米野小学校改築事業の増、（仮称）第一こども園施設建設事業の増、消防指令センター共同運用事業の皆増

等により、対前年度当初予算比55.3%の増となりました。

その他の経費では、こまき応援寄附金推進事業の消耗品費及び手数料等の増による物件費の増や、次世代教育環境整備

基金積立金の増など積立金等の増により、対前年度当初予算比6.4%の増となりました。

総額

70,356,000千円

物件費とは、旅費、消耗品費、

借上料、委託料等の

非生産的・消費的な経費です。

投資的経費とは、道路、学校、公営住宅の建設等、

行政水準の向上に直接寄与する経費で、

普通建設事業及び災害復旧事業からなります。

（左のグラフでは、災害復旧費は少額なので表示されていません）


